
１　介護予防・自立支援の推進

２　健康づくりの推進

３　高齢になっても役割を持ち、生きがいを持って活躍でき
　　る地域づくり

 第10章 介護予防・健康づくりの充実と
高齢になっても生きがいを持っ
て活躍できる地域づくり

この章では、高齢になってもそれぞれの能力や意欲に応じて地域社会で活

躍できるよう、介護予防や健康づくりの推進、多様な社会参加への支援等

について基本的な考え方や施策の方向性を説明します。
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第１０章 介護予防・健康づくりの充実と高齢になっても生きがいを

持って活躍できる地域づくり

１ 介護予防・自立支援の推進

（１）地域包括支援センターの機能強化と取組の推進

この項目のポイント

▲

自立支援型の介護予防ケアマネジメントの強化

▲

地域包括ケアシステム構築に向けた地域ケア個別会議と地域ケア推進会議の

実施体制の確立

【現状と課題】

□ 地域包括支援センターは、介護保険制度に関する総合相談や権利擁護、ケアマネジメン

ト支援等を実施し、地域包括ケアシステム構築の中心的な役割を担っています。

□ 高齢化の急速な進展に伴い、地域包括支援センターでは、介護予防支援や総合事業によ

る介護予防ケアマネジメントなどの業務負担が大きくなっています。

□ 一方で、地域包括ケアシステム構築に向けて、高齢者の自立支援・重度化防止を目的と

した多職種協働による地域ケア会議を、より有効に機能させていくことが求められていま

す。

□ 地域ケア会議の実施にあたっては、個別の地域ケア会議を積み重ね、自立支援に資する

ケアマネジメント支援、地域包括支援ネットワークの構築、地域課題の把握等を通じて、

地域づくりに必要な政策形成へとつなげていくことが重要であり、地域ケア個別会議と地

域ケア推進会議を両輪で推進していく必要があります。

【今後の取組】

■ 地域の中で、他のセンターの核となり困難事案の解決や適切な指導、助言を行う基幹型

センターや、権利擁護業務や認知症支援等の機能を強化し、当該分野において支援を行う

機能強化型センターの設置を促進します。

■ 地域ケア会議に、リハビリ職等の専門職を派遣し、自立支援のためのケアマネジメント

の質の向上を支援します。

第１０章

143



第１０章

■ 地域ケア個別会議、地域ケア推進会議を推進するため、地域包括支援センター職員や市

町村担当者等を対象として、これらの地域ケア会議が多職種協働のもと、より効果的に機

能するよう、知識・技術の向上のための研修を行います。

■ 各市町村に配置されている生活支援コーディネーター(地域支え合い推進員)や認知症地

域支援推進員との連携を推進することにより、機能の充実を図るよう、市町村への働きか

けを行います。
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第１０章

（２）介護予防・日常生活支援総合事業の円滑な実施に向けた市町村支援

この項目のポイント

▲

平成27年の介護保険制度改正により、介護予防・日常生活支援総合事業

（総合事業）が創設

▲

地域事情に応じた創意工夫のもと、新たなサービス提供体制の確立を支援

【現状と課題】

□ 介護予防・日常生活支援総合事業については、全ての市町村で実施されていますが、従

前相当サービスが中心となっており、多様なサービス、中でも住民主体のサービスについ

ては、担い手の不足もあり十分なサービスの創出がなされていない状況となっています。

□ 多様なサービスの担い手としては、地域のボランティアやＮＰＯ、民間企業、社会福祉

法人等、多様な主体の参加が期待されていますが、このような社会資源の状況や高齢化の

状況は地域毎に異なることから、今後、地域の実情に即した新たなサービス提供体制を構

築していくとともに、地域の支え合いそのものを推進していく必要があります。

【今後の取組】

■ 住んでいる地域に関わらず、支援を必要とする高齢者一人ひとりが、必要とする介護予

防・生活支援ニーズに応じたサービスを受けることができるよう市町村を支援します。

■ 高齢者の介護予防・生活支援サービスの提供体制整備を推進する生活支援コーディネー

ター（地域支え合い推進員）の養成を行い、共助型生活支援推進隊（保健所職員）が市町

村職員や生活支援コーディネーターとともに担い手の育成や生活支援サービスの開発を支

援します。

■ 体操等の通いの場やサロン等、地域に存在する支え合い活動を支援し、担い手の創出や

人材の育成など、多様なサービスを提供する基盤作りを支援します。

■ 介護予防・生活支援サービスと一体的に行われる移動支援や、移送前後の生活支援サー

ビスの開発を支援します。
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第１０章

（３）ＰＤＣＡサイクルに基づく効果的な介護予防事業の推進

この項目のポイント

▲

PDCAサイクルに基づいた地域支援事業（一般介護予防事業）の推進

▲

京都式介護予防総合プログラムの普及による、介護予防の推進

【現状と課題】

□ 高齢者が要介護状態等となることの予防又は要介護状態等の軽減若しくは悪化の推進の

ためには、機能回復訓練等だけでなく、生活機能全般を向上させ、保健師、管理栄養士、

歯科衛生士、リハビリテーション専門職等幅広い医療専門職の関与を得ながら、高齢者の

自立支援に資する取組を推進し、高齢者が生きがいを持って生活できる地域の実現に向け

た取組を進める必要があります。

□ その際、短期集中予防サービスや、地域ケア会議、生活支援体制整備事業との連携とと

もに、効果的・効率的な取組となるよう、地域支援事業等に関する評価指標を活用するな

どし、ＰＤＣＡサイクルに沿って取組を進めることが重要です。

□ なお、京都地域包括ケア推進機構と府立医科大学、京都学園大学、亀岡市等が協働して

開発した「京都式介護予防総合プログラム」は、参加者の筋力の増強や持久力の延伸とい

った体力の向上及び、要介護認定者数や介護給付費の抑制効果も確認されており、指導者

の養成や地域における住民主体の様々な取組を支援しながら、広く普及を図っていくこと

が重要です。

【今後の取組】

■ 高齢者の自立支援、介護予防・重度化防止の推進のため、地域支援事業等介護関連デー

タの活用や評価指標の設定により、ＰＤＣＡサイクルに沿った効果的・効率的に取組が進

むよう、市町村を支援します。

■ 運動、口腔ケア、栄養・食生活改善及び住民サポーターの養成を組み合わせた「京都式

介護予防総合プログラム」について、指導者の養成と併せ、プログラムの普及を促進しま

す。
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第１０章

（４）介護予防事業への参加促進

この項目のポイント

▲

介護予防の取組の拡大を図り、参加者の増大を目指す

▲

引きこもりなど、参加に消極的な層の参加促進

【現状と課題】

□ どの地域においても参加者の固定化や、参加が短期間で持続が困難など、結果的に効果

が上がらないといった課題があります。

□ 農村地域を一例に取ると、農作業が適度な運動となっており予防に役立っているとの見

解がある反面、農閑期や寒冷期の閉じこもりが逆の作用に働いている状況があり、介護予

防事業への参加を促す取組が必要となります。

□ また、昼間独居の世帯や交通確保が困難な地域などでは、本人が希望しても参加が困難

な状況もあります。

□ 高齢者の誰もが継続的に参加できるよう、衛生面、感染症に十分配慮しながら、容易に

通える範囲に通いの場を創出していくことが重要です。

【今後の取組】

■ 商店街、スーパーマーケット、コンビニエンスストア、金融機関、薬局、医療機関等、

高齢者がよく訪れる事業所や機関と連携し、介護予防等の普及啓発や、初期認知症・フレ

イル（虚弱）・口腔機能低下等の兆候を早期に発見して介護予防事業等に繋げることがで

きる連携体制を構築します。

■ 認知症、フレイル（虚弱）、ロコモティブシンドローム、低栄養予防、口腔機能の維持

等に関する正しい知識の普及を推進します。

■ 参加者が楽しく交流を図りながら、健康寿命の延伸にも繋がる取組など、魅力のある通

いの場の創出を図っていきます。なお、通いの場等の運営にあたって、手洗いやうがい、

マスクの着用など基本的な感染症対策をとるよう周知を図ります。

■ 移送サービスの充実など、交通機関利用が困難な高齢者が必要な場所や時間に移動がで

き活発な活動に繋がるよう体制の構築を支援します。
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（５）高齢者の保健事業と介護予防の一体的な推進

この項目のポイント

▲

「高齢者の保健事業と介護予防の一体的な推進」を通じた介護予防・重度化

防止の取組の推進

▲

通いの場への介入や介護予防事業に参画する医療専門職の養成

【現状と課題】

□ 高齢者の心身の多様な課題に対応し、きめ細かな支援を実施するため、令和２年４月に

は、市町村が高齢者の保健事業と介護保険制度の地域支援事業を一体的に実施できるよう、

国民健康保険法等の改正が行われたところです。

□ 具体的には、高齢者一人ひとりの医療・介護データ等から、地域の健康課題の分析を進

めるとともに、多様な課題を抱える高齢者や、閉じこもりがちで健康状態が不明な高齢者

を把握し、アウトリーチ支援等を通じて必要なサービスにつなげていくこととしており、

そのため、市町村にデータ解析や事業推進のため保健師や、個別的支援や通いの場等への

関与を行うための管理栄養士、歯科衛生士等医療専門職の配置が進められています。

□ 通いの場については、住民自ら運営され、体操や趣味活動等が行われ介護予防に資する

取組が行われているところですが、医療専門職が通いの場に介入することにより、フレイ

ル予防の普及啓発や、栄養改善・口腔機能向上等の健康教育・健康相談を行う場として活

用していくことが重要です。

□ また、後期高齢者に対しては、フレイルなど高齢者の特性を踏まえ、健康状態を総合的

に把握するための質問票が導入されることとなり、健康診査の場だけでなく、通いの場や

医療機関受診時等において活用され、健康状態を総合的に把握することが求められていま

す。

□ これらの取組を通じ、高齢者の心身の特性に応じた保健事業を実施し、健康づくりやフ

レイル予防の普及啓発、介護予防の一層の推進を図ることが重要ですが、市町村によって

は、庁内の連携体制や人材確保の点から実施体制が整っておらず、支援が必要です。
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第１０章

【図表１０－１ 高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施イメージ】

【今後の取組】

■ 後期高齢者広域連合、国民健康保険団体連合会等関係団体と連携の上、高齢者の特性に

応じた保健事業と介護予防の取組が進むよう、市町村の実情を踏まえ適切な支援を行うと

ともに、人材確保や実施方法の共有などの取組を進めます。

■ 職能団体と連携した人材育成研修の開催により、通いの場における健康づくりやフレイ

ル予防のための適切な助言が行える管理栄養士や歯科衛生士等の医療専門職の養成を図り

ます。

また、これら医療専門職の地域ケア会議への参画等を通じ、介護予防・重度化防止の取

組を一層推進します。
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第１０章

２ 健康づくりの推進

（１）健康づくり対策

この項目のポイント

▲

健康寿命の延伸に重点をおいた「保健医療計画」、「きょうと健やか２１」

に基づく健康づくりの推進

▲

全ての世代が、希望や生きがいを持ち、健康で心豊かに生活できる社会の

確立をめざし、府民・地域・企業・関係団体・自治体が一体となって、そ

れぞれの地域や年代に応じた効果的な健康づくり事業を実施

【現状と課題】

□ 京都府における平均寿命と要介護認定者数（要介護２以上）から算定した平均要介護期

間は、男性１．９年、女性４．０年であり（H30年）、要介護の原因となる疾病を予防し、

介護期間を短縮させ健康寿命をさらに延伸させる取組が必要です。

□ 主要な死亡原因であるがん・循環器疾患や、要介護の原因となる転倒骨折や認知症を予

防するための健康づくりにさらに積極的に取り組む必要があります。

□ 生活習慣病の発症には若いときからの生活習慣が主な要因となるため、各年代の健康課

題に応じた改善策が必要です。

□ 府民の健康を、自助・互助・共助・公助による、地域や世代間の相互扶助で支える環境

づくりを総合的に推進していくことが必要です。

【今後の取組】

■ 府民に身近な市町村において、地域の健康課題に即したきめ細かい健康づくり事業が実

施されるよう市町村を支援します。

■ 職域、医療保険者、関係機関との連携を図り、保健所の広域的・専門的な知識・機能を

活かした健康づくり事業を推進します。

■ 健康寿命を延伸するため、府域全体または市町村・年代別に健康課題を明らかにし、効

果的な健康づくり事業を実施します。

■ 後期高齢者広域連合、国民健康保険団体連合会等関係団体と連携の上、高齢者の特性に

応じた保健事業と介護予防の取組が進むよう、市町村の実情を踏まえ適切な支援を行うと

ともに、人材確保や実施方法の共有などの取組を進めます。〔再掲〕
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（２）がん検診の効果的・効率的な推進

この項目のポイント

▲

がんに罹患する人の約８割が６０歳以上

▲

がん検診の受診率向上により、早期発見、早期治療を推進し、高齢者の

健康の維持を図る

【現状と課題】

□ がんは、京都府における死因別死亡率の第１位であり、高齢者数の増加に伴って、がん

による死亡者数は今後とも増加していくことが推測されます。

□ また、京都府では、罹患者の約８割が６０歳以上であり、生涯でおよそ２人に１人が、

がんに罹患しています。高齢者の健康の維持のためには、がんを早期に発見し、早期に治

療することが重要です。

□ がん検診は、市町村が住民を対象に行う検診をはじめ、企業が従業員を対象に行う検診、

健康保険組合等が保健事業として行う検診、個人が健康管理の一環として自ら受診するも

のなど、様々な形態があります。

□ インターネット調査によると、がん検診の受診率は現在概ね３５％であり、男女とも受

診率は５０歳代が一番高く、６０歳代は減少しています。

□ ６０歳代以降は、退職等により職場でがん検診を受ける機会が減少すると考えられるた

め、検診を受けやすい環境づくりと受診啓発の取組が重要となっています。

【今後の取組】

■ 受診率向上によるがんの早期発見・早期治療により、高齢者の健康の保持を図るととも

に、がんによる死亡者の減少を目指します。

■ がん検診受診率５０％を目指し、受診率の低い層へのより効果的な受診啓発や取組を促

進するため、市町村・職域・関係団体と連携し、オール京都体制で、がん検診の重要性に

ついての啓発を引き続き進めます。

■ 複数のがん検診を同時に実施し一度に受診できるようにする総合がん検診や特定健診と

のセット化、土日検診、夜間検診などの充実を図り、検診を受けやすい環境を整備します。
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（３）歯と口の健康づくり

この項目のポイント

▲

80歳（7５歳～84歳）で20本以上の自分の歯を有する者の割合の増加

【現状と課題】

□ 「平成28年度京都府民歯科保健実態調査」によると、一人平均喪失歯数は、７０歳代で

は７．７本、８０歳以上では１２．０本であり、高齢者の喪失歯が急増しています。

□ 薬や老化の影響により唾液分泌が減少し、口腔内の自浄作用が低下し、摂食や嚥下等の

口腔機能が低下し、誤嚥性肺炎、フレイル（虚弱）、低栄養を起こしやすくなります。

□ 高齢者施設等での歯科健診や口腔ケアを実施する機会を増加させる必要があります。

【今後の取組】

■ 歯と口の健康は全身の健康にもつながることから、口腔機能訓練や歯の喪失予防、喪失

部位を義歯等で補うことにより、口腔機能の維持・向上を図り、介護予防を推進します。

また、京都式介護予防総合プログラムを活用し、介護予防を推進します。

■ 誤嚥性肺炎や窒息の予防に配慮した食べ方（食品の物性、食物形態等）の普及を推進す

るとともに、フレイル（虚弱）、低栄養を予防し、生活機能を維持するためのバランスの

とれた栄養状態が保てるよう食育・食支援を推進します。

■ 高齢者の歯科健診の受診機会の確保や口腔ケアが受けられるよう支援します。

■ 職能団体と連携した人材育成研修の開催により、通いの場における健康づくりやフレイ

ル予防のための適切な助言が行える管理栄養士や歯科衛生士等の医療専門職の養成を図り

ます。

また、これら医療専門職の地域ケア会議への参画等を通じ、介護予防・重度化防止の取

組を一層推進します。〔再掲〕
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（４）国民健康保険をはじめとする各医療保険者の保健事業

この項目のポイント

▲

40歳から74歳までの者に対する特定健診・特定保健指導が平成20年度か

ら義務化

▲

令和2年度から後期高齢者健診において、フレイルなどの高齢者の特性を

把握する新たな質問票を導入

▲

各医療保険者が行う健診等の保健事業に対する財政支援、人材の資質向上、

地域の疾病情報・健診等の分析による健康づくり施策の展開

【現状と課題】

□ 府内の医療保険者全体での特定健診受診率について、2023（令和５）年度に７０％以上

とする目標を掲げていますが、2018（平成30）年度の実績は５１．９％となっています。

□ また、医療保険者がより効果的・効率的に保健事業を実施できるよう、各保険者に対す

る支援を行うことが必要です。

□ なお、2020（令和２）年４月には、市町村が高齢者の保健事業と介護保険制度の地域支

援事業を一体的に実施できるよう、国民健康保険法等の改正がされたところであり、健診

等における質問票の導入や保健事業が円滑に実施できるよう、市町村への支援が必要です。

【今後の取組】

■ 府内の医療保険者が集まる医療保険者協議会の取組等を通じて、保険者が協力・連携し

て、特定健診の受診促進、担当者の研修等を実施するための支援を行います。

■ 後期高齢者広域連合、国民健康保険団体連合会等関係団体と連携の上、高齢者の特性に

応じた保健事業と介護予防の取組が進むよう、市町村の実情を踏まえ適切な支援を行うと

ともに、人材確保や実施方法の共有などの取組を進めます。〔再掲〕
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３ 高齢になっても役割を持ち、生きがいを持って活躍できる地域づくり

（１）高齢者の社会貢献活動や地域活動等の促進

この項目のポイント

▲

高齢者が生きがいを持って活躍できる場の拡充を図り、高齢者の社会参加を

進めるとともに、地域の担い手として活躍できるよう支援

【現状と課題】

□ 平均寿命の延伸や人口構造の変化により高齢者人口が増加する一方で、就労や地域での

ボランティア活動など、様々な形で能力を発揮し、社会活動に参加したいという高齢者自

身の意欲も高まっています。

□ また、年齢階級別の要介護認定率を見ても、９０歳以上では約８割が要介護認定を受け

ている一方で、６５歳～６９歳では３．２％、７０歳～７４歳で６．５％、７５歳～７９

歳でも１４．９％となっていることからも、「高齢者」を一律に「支えられる側」と捉え

ることは実態と合わなくなってきています。（P18 図表２－６）

□ 高齢になっても、年齢にかかわらず、それぞれの能力や意欲に応じた様々な活躍の場が

地域に存在し、そうした場での社会参加を通じて、地域社会の担い手として活躍すること

が期待されるとともに、こうして地域社会で役割を担って活躍することは、高齢者自身の

生きがいと喜びに繋がり、ひいては生活の満足感を向上させ、自身の介護予防にもつなが

ります。

□ 一方で、高齢者が活躍できる場が地域に不足している、あるいは活躍できる場があって

もその情報が十分に共有されていない等により、高齢者の社会参加の意欲が活動に結び付

いていないケースも存在するため、地域における場づくりや、情報共有の取組が必要です。

【今後の取組】

■ 人生100年時代を見据え、高齢になっても、年齢にかかわらず、それぞれの意欲や経験

・能力に応じて活躍できる場がそれぞれの地域に存在することが重要であり、市町村や社

会福祉協議会、京都ＳＫＹセンター、老人クラブ連合会、シルバー人材センター等、幅広

い関係団体が連携し、地域における多世代交流の場、世代を超えた活躍の場を創出し、高

齢者の多様な社会参加を促進して、高齢者自身が地域の担い手として活躍できる環境を整

備します。

■ 地域社会の活性化を促す高齢者リーダーの養成を行う「京都ＳＫＹシニア大学」の運営

をはじめ、「ＳＫＹふれあいフェスティバル」の開催など、高齢者の健康と生きがいづく
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りの増進及び社会活動への参加と担い手づくりに取り組む京都ＳＫＹセンター等の活動を

支援します。

■ ボランティアや地域の支え合いなど、高齢者の社会参加に必要な知識や技能を修得でき

るセミナーの開催や相談・情報提供などを行うとともに、地域課題の解決に取り組む団体

等を支援し、社会参加に意欲的な高齢者とのマッチングを行います。
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（２）高齢者の生涯学習やスポーツ活動の推進

この項目のポイント

▲

高齢者の自主的な学習を支援し、地域活動への参加を促進

▲

運動やスポーツを通して「地域の絆」等を強化

▲

全国健康福祉祭（ねんりんピック）への参加を促進

【現状と課題】

□ 学習活動が個人の教養や趣味の充実にとどまり、学習の成果が地域活動などに十分に活

かされていないケースがあります。

□ 平均寿命が延伸する中、高齢になってもできるだけ健康で自立した生活を送るためには、

高齢期を迎える前から日常的な運動による健康の維持、体力の向上が求められています。

□ 少子高齢化や地域社会の人間関係の希薄化が進む中で、運動やスポーツを通して、「人

と人のつながり」や「地域の絆」を強め、地域を活性化することが大切です。

□ 高齢者を中心とするスポーツ、文化、健康福祉の総合的な祭典である全国健康福祉祭（ね

んりんピック）への京都府選手団の派遣を行い、高齢者がスポーツや文化活動を始めるき

っかけとなるよう取り組んでいます。

【今後の取組】

■ 自主的な学習を支援するため、インターネット動画による生涯学習講座を充実させると

ともに、府内全域の生涯学習施設との連携を強化し、生涯学習事業や地域活動等により気

軽に参加できる環境づくりを行います。

■ 府立京都学・歴彩館や府立ゼミナールハウスなど、生涯学習活動の拠点となる府の生涯

学習・社会教育施設が行う事業等の充実・強化を図ります。

■ 中高年の世代に応じて維持すべき身体動作の指標を作成し、各市町村のスポーツ施設は

もとより、保健施設・公民館とも連携して活用を図り、自立して健康に生活できる健康寿

命の延伸を目指します。

■ 高齢者の自主的な健康維持の取組を推進するとともに、運動やスポーツを通した、「人

と人のつながり」や「地域の絆」の強化を図ります。

■ 全国健康福祉祭（ねんりんピック）参加者の経験を、地域でのふれあいと活力ある長寿

社会づくりへ生かすため、積極的な地域活動への参加を促します。
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（３）老人クラブ活動への支援

この項目のポイント

▲

地域に密着した高齢者の自主的組織である老人クラブの組織強化と活性化を支援

▲

生きがいや健康づくり、多様な地域貢献活動を行う老人クラブの活動を支援

【現状と課題】

□ 老人クラブは、高齢者の自主的・積極的な社会活動を推進する主体として、生きがいや

健康づくり活動をはじめ、環境美化、友愛活動、世代間交流等の地域に貢献する活動など

多方面にわたる活動に取り組まれています。

□ 地域支援事業において、多様な主体による生活支援サービスの提供体制の整備を目指し

ているところであり、老人クラブは、これまで取り組んできた友愛活動や健康づくり、介

護予防活動を活かした、介護予防・生活支援サービスの担い手としての役割が期待されて

います。

□ 一方で、高齢者の生活様式の変化、定年の延長、価値観の多様化等により、老人クラブ

数や会員数の減少が続いており、老人クラブの活発な活動を今後も継続していくためには、

６０～７０代前半の高齢者に対して老人クラブ活動の重要性を周知し、社会貢献活動への

意識向上を高めるとともに、新しい活動の展開により、魅力ある老人クラブづくりに向け

た取組を進めていくことが重要です。

【今後の取組】

■ 高齢者への多様な生活支援や介護予防活動を行う老人クラブと連携・協力し、地域での

支え合い体制の構築を推進します。

■ 老人クラブの活動をさらに促進し、会員の増強を図るため、京都府老人クラブ連合会が

行う老人クラブ等活動推進員の設置を支援します。

■ さらに、老人クラブの組織強化やリーダーの育成、会員増を図るため、京都府老人クラ

ブ連合会が実施する「シルバーヘルプ活動促進事業」や「健康づくり支援活動」、「老人

クラブリーダー育成」等を活発に行えるよう支援します。

■ 高齢者の地域における社会活動を促進させるため、生きがいと健康づくりのための多様

な社会活動を行う老人クラブに対して支援を行います。
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（４）高齢者の雇用対策の促進

この項目のポイント

▲

高年齢者の雇用・就業ニーズに応じた再就職の促進及び多様な就業機会の確保

【現状と課題】

□ 少子高齢化により、将来に向けて労働力人口の減少が進行します。

□ コロナ禍により有効求人倍率が低下している一方で人手不足の状況にある業種・職種も

あり、高齢者をはじめとする多様な働き手の確保が求められています。

□ また、就業構造基本調査によると、京都府の高齢者(６５歳以上)の有業率は２５．９％

となっており、全国（２４．４％）に比べて、１．５ポイント高い状況となっています。

高齢者の無業者のうち就業希望者は１０．３％となっており、全国（８．２％）に比べ

て、２．１ポイント高い状況となっています。（図表１０－２）

【図表１０－２ 高齢者の就業の状況（京都府）】 （単位：人）

注：総務省「就業構造基本調査」（平成29年）

□ このように、高齢化や労働力人口の更なる減少が見込まれる中で、シルバー人材センタ

ー等の果たす役割はますます重要となっています。

□ 高齢者に就業の場を提供するシルバー人材センターにおいては、2019（令和元）年度の

実績で、会員は約１万５千人、総契約金額は６４億円にのぼるなど活発な活動を展開し、

積極的な事業推進を図っています。（図表１０－３）

【図表１０－３ シルバー人材センターの活動状況（ミニシルバーを含む）】

年度 設置数 会員数（人） 就業延人員（人日）

H27 20 14,673 1,398,469

H28 21 14,620 1,415,586

H29 21 14,654 1,429,326

H30 21 14,739 1,416,214

R１ 21 14,720 1,405,310

注：（公社）全国シルバー人材センター事業協会「シルバー人材センター事業統計年報」
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□ 京都ジョブパークでは「就業サポートセンター」に、2020（令和２）年度から高齢人材

担当を設けて、概ね５５歳以上の中高年齢者の就業を支援しています。

2019（令和元）年度の利用状況をみると、新規利用者数が１，８０７人、就職内定者数

が１，３３１人となっています。※2019（R1）年度の数値は、熟練人材（概ね45歳以上）の数値

（図表１０－４）

【図表１０－４ 京都ジョブパーク就業サポートセンター（熟練人材）利用状況（2019（R1）年度）】

新規利用者数 1,807人

延べ相談者数 4,240人

１日平均延べ相談者数 14人

就職内定者数 1,331人

□ また、京都ジョブパークでは、中高年齢者のキャリア養成に向け、中高年齢者キャリア

チェンジプログラムを実施し、就労意欲を喚起するセミナー等を実施しているほか、セミ

ナー受講後は企業とのマッチング交流会を開催し、効果的に再就職につなげる支援を行っ

ています。

□ 京都府も参画する京都府元気シニア活躍協議会において、国の「生涯現役促進地域連携

事業」を受託し、主に６５歳以上の高度な資格や能力・特殊な技能を有する高年齢者を対

象に雇用･就業機会の確保や就労促進を図るため、各種セミナーやマッチング支援を実施

しています。

【今後の取組】

■ 高年齢者の就業機会の増大と福祉の増進を図るため、シルバー人材センター事業等を

推進します。

■ 京都ジョブパークでは、京都労働局･ハローワーク等と連携したオール京都体制で、相

談からスキルアップ、就職･定着までワンストップで、高年齢者の再就職を支援します。

また、京都府元気シニア活躍協議会等との連携による求人･求職情報の共有、セミナー

の開催等により、高年齢者のキャリアを生かした再就職･転職を支援するとともに、高年

齢者のセカンドステージづくりを進めます。

■ 高年齢者の雇用・就業ニーズに応じた再就職の促進及び多様な就業機会の確保に努め

ます。

■ 高齢者が長く活躍するためには、年齢に関わらず学び直すことのできる機会の確保など

が必要となることから、大学によるマインドセット教育やＰＢＬ教育等、実践的な学び直

しの機会を提供することを柱とする「生涯現役クリエイティブセンター（仮称）」の開設

準備を進めます。
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